
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名    日本フエルト株式会社 上場取引所 東

コード番号    3512 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 総務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　青柳　正俊 TEL (03) 5993 - 2030
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 10,434 4.3 1,088 57.7 1,269 49.3

12年  3月期 10,000 △ 0.8 690 3.7 850 6.0

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 680 88.0 32.50 25.14 8.9 7.8 12.2

12年  3月期 362 23.6 17.35 13.71 5.1 5.3 8.5

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    20,935,698 株　　　12年  3月期    20,866,839 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 7.00 3.00 4.00 147 21.6 1.8

12年  3月期 6.00 3.00 3.00 125 34.6 1.7

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　              円     銭、　特別配当　              円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 16,529 8,011 48.5 379.36

12年  3月期 16,074 7,354 45.8 352.45

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       21,118,174　株　　　12年  3月期       20,866,839株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 5,250 600 460 3.50 － －

通　　期 10,500 1,200 800 － 3.50 7.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   37 円 88 銭 
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(単位：千円)

期　　別

科　　目 構成比 構成比

( ) ％ ％

8,853,783 53.6 8,679,573 54.0 174,209

802,727 734,115 68,611

5,291,030 5,279,842 11,187

13 36 △ 22

1,076,989 1,140,914 △ 63,925

253,344 256,049 △ 2,705

1,049,104 1,064,976 △ 15,872

51,670 44,677 6,992

113,984 11,364 102,619

164,000 89,000 75,000

75,819 84,995 △ 9,175

△ 24,900 △ 26,400 1,500

7,675,631 46.4 7,394,578 46.0 281,052

4,245,116 4,253,916 △ 8,799

1,289,881 1,367,634 △ 77,752

157,000 181,526 △ 24,526

1,941,703 1,723,299 218,404

9,692 11,577 △ 1,885

179,699 214,235 △ 34,536

627,427 627,427 －

39,711 128,215 △ 88,503

17,379 38,262 △ 20,882

11,672 32,528 △ 20,855

5,706 5,733 △ 27

3,413,134 3,102,400 310,734

1,884,170 1,692,664 191,506

876,074 736,026 140,048

125,905 171,819 △ 45,914

628 2,022 △ 1,394

340,000 341,000 △ 1,000

202,056 159,767 42,288

△ 15,700 △ 900 △ 14,800

16,529,414 100.0 16,074,152 100.0 455,261資 産 合 計

固 定 資 産

資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 投 資

構 築 物

機 械 装 置

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

製 品

原 料

仕 掛 品

増 減

金 額

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

売 掛 金

自 己 株 式

貸   借   対   照   表

第　　136　　期

(平成12年３月31日現在)

金 額

第　　137　　期

(平成13年３月31日現在)

金 額
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(単位:千円)

期　　別

科　　目 構成比 構成比

( ) ％ ％

3,723,637 22.5 3,931,828 24.4 △ 208,191

297,159 264,490 32,668

740,137 703,033 37,104

925,000 1,400,762 △ 475,762

100,879 35,925 64,954

347,038 256,386 90,652

68,587 107,147 △ 38,559

102,094 76,364 25,730

463,000 430,000 33,000

564,617 600,669 △ 36,052

98,117 40,318 57,798

17,005 16,730 274

4,794,315 29.0 4,787,704 29.8 6,611

2,930,000 2,930,000 －

－ 1,389,179 △ 1,389,179

1,354,385 － 1,354,385

325,300 282,800 42,500

184,630 185,725 △ 1,095

8,517,952 51.5 8,719,532 54.2 △ 201,579

( )

1,210,428 7.3 1,071,864 6.7 138,563

100,498 0.6 100,498 0.6 －

267,966 1.7 267,966 1.7 －

6,432,568 38.9 5,914,290 36.8 518,277

4,112,090 3,824,428 287,661

130,000 130,000 －

103,852 116,191 △ 12,338

3,878,237 3,578,237 300,000

2,320,477 2,089,861 230,616

8,011,461 48.5 7,354,619 45.8 656,841

16,529,414 100.0 16,074,152 100.0 455,261

増 減

金 額

第　　136　　期

金 額

第　　137　　期

金 額

(平成12年３月31日現在)(平成13年３月31日現在)

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 金

退 職 給 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 合 計

当 期 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

設 備 改 良 積 立 金

負 債 の 部

資 本 の 部

そ の 他 の 剰 余 金

固 定 負 債

設 備 関 係 支 払 手 形

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

従 業 員 預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

転 換 社 債
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(単位：千円)

期　　別

科　　目 百分比 百分比

( ) ％ ％

( 10,434,473) ( 10,000,347) (　 434,126)

10,434,473 100.0 10,000,347 100.0 434,126

( 9,345,930) ( 9,310,033) (　 35,896)

7,722,806 74.0 7,726,039 77.3 △ 3,232

1,623,124 15.6 1,583,994 15.8 39,129

1,088,542 10.4 690,313 6.9 398,229

( 527,796) 5.1 ( 616,010) 6.2 (△ 88,214)

89,132 107,642 △ 18,509

438,663 508,367 △ 69,704

( 346,993) 3.3 ( 455,970) 4.6 (△ 108,976)

43,408 60,909 △ 17,500

303,585 395,061 △ 91,476

1,269,345 12.2 850,353 8.5 418,991

( )

( 112,035) 1.0 ( 210,788) 2.1 (△ 98,752)

108 5,683 △ 5,575

－ 205,104 △ 205,104

111,926 － 111,926

( 209,902) 2.0 ( 367,134) 3.7 (△ 157,232)

57,533 79,481 △ 21,948

－ 93,477 △ 93,477

－ 94,175 △ 94,175

－ 100,000 △ 100,000

152,369 － 152,369

1,171,477 11.2 694,006 6.9 477,471

565,000 5.4 465,000 4.6 100,000

△ 74,000 △ 0.7 △ 133,000 △ 1.3 59,000

680,477 6.5 362,006 3.6 318,471

1,702,599 1,409,453 293,145

－ 297,000 △ 297,000

－ 84,000 △ 84,000

62,600 62,598 1

2,320,477 2,089,861 230,616

金 額

関 係 会 社 支 援 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

金 額

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 損 益 の 部

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 益 の 部

金 額

営 業 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 収 益

損   益   計   算   書

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 ・ 配 当 金

経 常 損 益 の 部

売 上 高

営 業 費 用

売 上 原 価

営 業 損 益 の 部

増 減自　平成11年４月１日自　平成12年４月１日

至　平成12年３月31日

第　　136　　期第　　137　　期

至　平成13年３月31日

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 及 び 売 却 損

適 格 退 職 年 金 過 去 勤 務 費 用

退 職 給 付 信 託 設 定 益

退職給付会計基準変更時差異償却

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う圧縮積立金取崩高

中 間 配 当 額
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利   益   処   分   案

(単位：千円)

期　　別 第　　137　　期 第　　136　　期

自　平成12年４月１日 自　平成11年４月１日

科　　目 至　平成13年３月31日 至　平成12年３月31日

(1株につき4円00銭) (1株につき3円00銭)

(監査役分8,500千円を含む) (監査役分8,200千円を含む)

売   上   高   明   細

期　別 第　　137　　期 第　　136　　期

自　平成12年４月１日 自　平成11年４月１日

至　平成13年３月31日 至　平成12年３月31日

項　目 金　　額 比　率 金　　額 比　率

千円 ％ 千円 ％ 

78.5 77.3 5.9％増

21.5 22.7 1.0％減

100.0 100.0 4.3％増

　　　　〔第　137　期〕 　　　　〔第　136　期〕

 (注) 上記中の輸出売上高 千円 千円

399,600

84,472

39,000

62,600

37,000

34,640 －

工 業 用 そ の 他

8,187,164

2,247,309

458,113

300,000

次 期 繰 越 利 益

2,270,694

紙 ・ パ ル プ 用 フ エ ル ト

300,000

増 減 率

7,729,652

471,196 428,905

10,000,347

別 途 積 立 金

合 計 10,434,473

1,702,599

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

任 意 積 立 金 取 崩 額

2,320,477

10,201

当 期 未 処 分 利 益

10,201

2,089,861

12,338

2,102,199

12,338

計

300,000

1,872,565

300,000

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金

2,330,679

任 意 積 立 金

役 員 賞 与 金

配 当 金
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〔重要な会計方針〕

　１．資産の評価基準及び評価方法

　　(1) 有価証券

　　　　　子会社株式及び関連会社株式‥‥‥移動平均法による原価法

　　　　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

　　　　　　時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

　　(2) デリバティブ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥時価法

　　(3) たな卸資産

　　　　　製品・半製品・仕掛品‥‥‥‥‥‥総平均法による原価法

　　　　　原料・貯蔵品‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採

　　　用しております。

　　(2) 無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

　　　く定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準

　　(1) 貸倒引当金

　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

　　　額を計上しております。

　　(2) 賞与引当金

　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　(3) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末にお

　　　　いて発生していると認められる額を計上しております。

　　　　なお、会計基準変更時差異（152,369千円）については、当事業年度に一括償却しております。

　　(4) 役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

　４．リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

　　係る方法に準じた会計処理によっております。

　５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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追加情報

（退職給付会計）

　当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成10年６月16日）

）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が54,628千円減少し、経常利益は

52,879千円、税引前当期純利益は54,628千円増加しております。

　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

（金融商品会計）

　当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年１月22日）

）を適用し、有価証券及びゴルフ会員権の会計処理方法及び貸倒引当金の計上基準について変更しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合と比較して、経常利益は21,748千円減少し、及び税引前当期純利益は2,473千円減少しております。

　また、当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。なお、平成12年大蔵省令

第８号附則第４項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりであります。

貸借対照表計上額         　　　　　　 1,881,400千円

時 価         　　　　　　 7,956,017千円

評価差額金相当額         　　　　　　 3,523,278千円

繰延税金負債相当額　　　　　　 2,551,339千円

（外貨建取引等会計基準）

　当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会　平成11

年10月22日））を適用しております。なお、この変更に伴う損益への影響額は軽微であります。

注記事項

（貸借対照表関係）

　１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　 137 　期　　　　　　　 第　 136 　期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13年３月31日現在）　　（平成12年３月31日現在）

　２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　12,004,649千円　　　　　　　11,665,534千円

　３．自己株式の数及び貸借対照表価額　　　　　　　　　　　　13千円　　　　　　　　　　　36千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　 33株 )　　　　　　　　　(　138株 )

　４．期末日満期手形の会計処理

　　　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

　　が期末残高に含まれております。

　　　　　支 払 手 形        　　　　　　　　　　　　　　　47,906千円
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（リース取引関係）

　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

第　 137　 期
(平成13年３月31日現在)

第　 136　 期
(平成12年３月31日現在)

取 得 価 額 相 当 額          
機 械 装 置      
工具器具備品

－
107,659千円

14,594千円
214,972千円

減価償却累計額相当額
機 械 装 置      
工具器具備品

－
79,070千円

12,770千円
147,453千円

期 末 残 高 相 当 額          
機 械 装 置      
工具器具備品

－
28,588千円

1,824千円
67,519千円

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

　　　り算定しております。

　　(2) 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　 137 　期　　　　　　　 第　 136 　期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13年３月31日現在）　　（平成12年３月31日現在）

　　　　　１　年　内　　　　　　　　　　　　　　　　　19,519千円　　　　　　　　　40,095千円

　　　　　１　年　超　　　　　　　　　　　　　　　　　 9,069千円　　　　　　　　　29,248千円

　　　　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,588千円　　　　　　　　　69,343千円

　　　（注）未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

　　　　　ます。

　　(3) 支払リース料、減価償却費相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　 137 　期　　　　　　　 第　 136 　期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13年３月31日現在）　　（平成12年３月31日現在）

　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　　40,755千円　　　　　　　　　47,834千円

　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　40,755千円　　　　　　　　　47,834千円

　　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零として、定額法により算定しております。

（有価証券関係）

　当事業年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　 137 　期　　　　　　　 第　 136 　期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13年３月31日現在）　　（平成12年３月31日現在）

　　　繰 延 税 金 資 産         

　　　　　　退 職 給 与 引 当 金            　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　 251,000千円

　　　　　　退 職 給 付 引 当 金            　　　　　　　　 224,000千円　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　役 員 退 職 慰 労 引 当 金            　　　　　　　　 137,000千円　　　　　　　　 119,000千円

　　　　　　賞 与 引 当 金            　　　　　　　　 108,000千円　　　　　　　　　58,000千円

　　　　　　ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損            　　　　　　　　　41,000千円　　　　　　　　　40,000千円

　　　　　　未 払 事 業 税 等            　　　　　　　　　33,000千円　　　　　　　　　25,000千円

　　　　　　そ の 他            　　　　　　　　　29,000千円　　　　　　　　　12,000千円

　　　繰延税金資産合計         　　　　　　　　　　　　　　 572,000千円　　　　　　　　 505,000千円

　　　繰 延 税 金 負 債         

　　　　　　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金            　　　　　　　▲　 68,000千円　　　　　　　▲　 75,000千円

　　　繰延税金負債合計         　　　　　　　　　　　　　▲　 68,000千円　　　　　　　▲　 75,000千円

　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　 504,000千円　　　　　　　　 430,000千円
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　　　　　　　　　　　　　　　　　 役 員 の 異 動　　（平成１３年６月２８日）

（１）新任取締役候補

　　 取 締 役　　技術部統括部長       　　
し の だ

篠 田　
か つ み

克 美　　（現 技術第３部長）

　　 取 締 役　　栃 木 工 場 長       　　
お お や ま

大 山　
よ し お

芳 男　　（現 埼玉工場　製造部長兼施設部長）

（２）新任監査役候補

　　 常勤監査役　　　　　　　　　　
た む ら

田 村　　
みつる

充　　　  現 参与、台湾フエルト株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常務董事

　　 監　査　役　　　　　　　　　　
とうかいりん

東海林　
み つ お

光 男　　　現 日本フエルト商事株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取締役　工業資材営業部長

　　 監　査　役　　　　　　　　　　
に わ

丹 羽　
か ず ひ こ

一 彦　　（現 中央国際法律事務所　弁護士）

（３）退任予定取締役

　　 現　常務取締役　　　　　　　　
な か む ら

中 村　
た だ み

忠 美　　   現 生産管理部・品質保証部担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退任後 顧問、東山フエルト株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役就任内定

　　 現　取締役相談役　　　　　　　
た か は し

髙 橋　
ま さ ひ ら

和 平　　 （退任後 相談役就任内定）

　 　現  取 締 役　　　　　　　　　
こ ば た け

小 畑　
ま さ あ き

雅 昭　　   現 工資事業部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退任後 日本フエルト商事株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常務取締役就任内定

　　 現  取 締 役　　　　　　　　　
ほ ん ま

本 間　
ま さ あ き

正 昭　   　現 技術部台湾フエルト担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退任後 顧問、台湾フエルト株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常務董事兼総経理就任内定
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（４）退任予定監査役

　　 現　常勤監査役　　　　　　　  
お お む ら

大 村　
ま さ お

政 男

　　 現　常勤監査役　　　　　　　　
な が の

長 野　　
たかし

孝

　　 現　監　査　役　　　　　　　　
み や が わ

宮 川　
ひ ろ す け

裕 佑

（５）昇格予定取締役

　　 専務取締役　技　術　部 ・ 　　
お か む ら

岡 村　
た つ や

龍 也　    現 常務取締役　技術部・

　　　　　　　　 研究開発部 ・　　　　　　　　　　　　　　研究開発部担当

　　　　　　　　 品質保証部担当

　　 常務取締役　埼 玉 工 場 長、　
か と う

加 藤　
た か い ち

隆 一　　（現 取締役　埼玉工場長）

　　　　　　　　 工資事業部担当

以　　上


